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第 ７ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成26年12月12日(金曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時53分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成26年度熊本県一般会計補

正予算(第６号) 

 議案第６号 平成26年度熊本県病院事業会

計補正予算(第１号) 

 議案第７号 平成26年度熊本県一般会計補

正予算(第７号) 

 議案第13号 平成26年度熊本県病院事業会

計補正予算(第２号) 

 議案第20号 熊本県食品衛生基準条例の一

部を改正する条例の制定について 

 議案第21号 児童福祉法の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例の制定について 

 議案第22号 熊本県地域医療介護総合確保

基金条例の制定について 

 議案第31号 指定管理者の指定について 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

報告事項 

  ①第６期「熊本県高齢者福祉計画・介護

保険事業支援計画」の素案について 

  ②「小児慢性特定疾病」に係る医療費助

成制度の改正について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 髙 木 健 次 

        副委員長 泉   広 幸 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 早 田 順 一 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

政策審議監 寺 島 俊 夫 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 山 内 信 吾 

健康福祉政策課長 渡 辺 克 淑 

首席審議員兼         

健康危機管理課長 一   喜美男 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 池 田 正 人 

社会福祉課長 吉 田 雄 治 

子ども未来課長 福 田   充 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 立 川   優 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

健康づくり推進課長 下 村 弘 之 

薬務衛生課長 窪 田 吉 晴 

病院局 

病院事業管理者 河 野   靖 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 甲 斐   博 

政務調査課主幹 山 鹿 公 嗣 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 
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○髙木健次委員長 それでは、ただいまか

ら、第７回厚生常任委員会を開会いたしま

す。 

 次に、本委員会に付託された議案を議題と

し、これについて審査を行います。 

 まず、議案について執行部の説明を求めた

後に質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるため、執行部

の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、本日の説明等を行われる際、執行部

の皆さんは着席のままで行ってください。 

 それでは、健康福祉部長から総括説明を行

い、続いて担当課長から順次説明をお願いし

ます。 

 初めに、松葉健康福祉部長。 

 

○松葉健康福祉部長 おはようございます。 

 本年最後の委員会になろうかと思います

が、委員長初め各委員には、４月の委員会以

来、大変熱心に御議論、御指導いただきまし

て大変ありがとうございます。 

 それでは、本議会に提出しております健康

福祉部関係の議案等の概要につきまして、着

座にて御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係２

議案、条例等関係４議案の合計６議案になり

ます。 

 まず、第１号議案及び第７号議案の平成26

年度熊本県一般会計補正予算についてです

が、総額34億9,900万円余を増額する補正予

算をお願いしております。 

 第１号議案の主な内容ですが、地域医療介

護総合確保基金の積み立てのほか、同基金を

活用した県内の医療機関や介護関係施設等に

おける地域医療等情報ネットワークの構築

や、脳卒中等急性期拠点病院の施設整備等に

係る予算を計上しております。 

 第７号議案は、人事委員会勧告に基づく給

与改定に伴う職員給与の増額をお願いするも

のであります。 

 これらによりまして、特別会計を含めた健

康福祉部の平成26年度の予算総額は、1,373

億4,900万円余となります。 

 次に、条例等関係についてですが、第22号

議案の熊本県地域医療介護総合確保基金条例

の制定について外３件を提案しております。 

 このほか、その他報告事項として、第６期

熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計

画の素案について外１件について御報告させ

ていただくこととしております。 

 以上が今回提案しております議案等の概要

です。詳細につきましては、関係各課長が説

明いたしますので、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

○髙木健次委員長 引き続き担当課長から説

明をお願いします。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 健康福祉部の平成26年度12月補正予算課別

一覧表でございますが、左から３列目が通常

分の補正額、４列目が職員給与改定分の補正

額となっております。このうち、職員給与改

定分につきましては、総務常任委員会におき

まして関係条例の改正案を御審議いただいて

おりますが、県内の民間給与水準との格差を

踏まえました人事委員会勧告に基づきまして

給料表の水準及び期末・勤勉手当の支給月数

を引き上げるものでございまして、補正額の

合計は8,471万9,000円でございます。 

 説明資料の13ページから25ページが各課ご

との内訳となっておりますが、給与改定分の

補正は全課共通でございますので、各課から

の説明は省略させていただきたいと思いま

す。 

 続きまして、説明資料の２ページをお願い

いたします。 

 社会福祉総務費につきまして、社会的包容
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力構築・「絆」再生事業といたしまして、4,3

30万円の増額をお願いしております。これ

は、地域の誰もが安心して生活できるよう、

住民参加による地域づくりを通じまして、孤

立防止や地域での居場所づくり、見守りや生

活支援などに取り組む市町村に補助を行うも

ので、補助先は、天草市、大津町、長洲町で

ございます。当初、県を経由しない国庫補助

事業として国に協議しておりましたが、全国

の要望額が予算額を上回り、県を経由する緊

急雇用創出事業臨時特例基金の事業へ振りか

えられたことから、今回補正をお願いするも

のでございます。 

 次に、説明資料の３ページをお願いいたし

ます。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 健康福祉部におきましては、まず、民生費

のうち、社会福祉費につきまして、備考欄に

記載しております介護基盤緊急整備等事業な

どで４億7,600万円、児童福祉費につきまし

て保育所等緊急整備事業で５億500万円、災

害救助費につきまして災害救助事業で4,400

万円。次に、衛生費のうち、公衆衛生費につ

きまして、今回補正をお願いしております地

域医療等情報ネットワーク基盤整備事業など

で11億6,500万円、医薬費につきまして看護

職員確保総合推進事業などで6,200万円、合

計で22億5,200万円の繰越明許費の設定をお

願いしております。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 まず、保健・医療・福祉関係業務につきま

しては、委託事業者の選定等に時間を要しま

すこども総合療育センター診療報酬請求業務

とがん登録事業につきまして、新年度４月か

らの業務開始に向けた準備のため、債務負担

行為の追加をお願いするものでございます。 

 また、次の総合福祉センター管理運営業務

につきましては、熊本市の南千反畑町にあり

ます県の総合福祉センターの指定管理者の指

定期間満了に伴いまして、この後御説明いた

します平成27年度から29年度までの指定管理

者の指定に合わせまして、指定管理に係る委

託料について債務負担行為の追加をお願いす

るものでございます。 

 恐縮でございますが、資料、飛びますけれ

ども、39ページをお願いいたします。 

 議案第31号指定管理者の指定についてでご

ざいます。 

 次の40ページで説明をさせていただきたい

と思います。 

 県総合福祉センターの指定管理候補者につ

きましては、１の選定の経緯にありますよう

に、本年の９月５日から10月８日にかけまし

て公募を行い、10月20日に、このページの一

番下に記載しております５名の外部有識者か

ら成ります選考委員会を開催し、申請者の事

業計画の審査を行いました。 

 ２の審査結果等でございますが、申請は、

現在の指定管理者であります社会福祉法人熊

本県身体障害者福祉団体連合会と株式会社三

勢の２者で構成するグループのみの申請でご

ざいました。 

 選考委員会におきましては、４番の選定理

由に記載しておりますように、サービスの向

上を図るための利用者アンケートを小まめに

実施する点、直営で各種業務を実施すること

で経費節減を図る点、また、これまでの経験

から安定的な施設の管理運営を行う能力を有

している点などが高く評価されまして、指定

管理候補者として適当であるといった御意見

をいただきまして、これを踏まえ、熊本県身

体障害者福祉団体連合会・三勢グループを指

定管理候補者として選定したところでござい

ます。 

 指定期間につきましては、平成27年４月１

日から平成30年３月31日までの３年間として

おります。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 
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○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 説明資料の26ページをお願いいたします。 

 議案第20号熊本県食品衛生基準条例の一部

改正についてでございます。 

 資料、32ページをお願いいたします。 

 資料、32ページの条例案の概要で御説明さ

せていただきます。 

 まず、条例改正の趣旨は、１点目が、ノロ

ウイルス等による食中毒の予防対策を強化す

るための基準の追加であります。２点目が、

食品の衛生上の危害の原因となる物質及び当

該危害が発生するおそれのある工程の特定、

評価及び管理を行う衛生管理方式の基準の追

加の２点であります。 

 次に、内容につきまして、１点目が、ノロ

ウイルス等による食中毒を予防するため、施

設の消毒及び食品の取り扱いについて、ア、

イ、ウ、エの４点の基準を追加することであ

ります。２点目が、食品等に関する取り扱い

について、これまでの基準に加えまして、危

害分析・重要管理点方式の基準を追加し、い

ずれかの選択制とすることであります。具体

的な基準は、アからコになっております。 

 ３番目ですが、施行期日につきましては、

平成27年４月１日からの施行といたしており

ます。 

 健康危機管理課の関係は以上でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○吉田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 資料の５ページをお願いいたします。 

 ５ページに記載の今回の補正につきまして

は、全ての案件が国の補助事業から緊急雇用

創出基金による基金事業に変更されたことに

伴いまして、財源更正等を行うものでござい

ます。 

 まず、社会福祉総務費につきましては、説

明欄１の(1)に記載の生活福祉資金滞納債権

償還等強化事業、これは、社会福祉協議会が

実施しております生活福祉資金の償還事務員

の配置経費に対する助成事業でございます

が、財源を国支出金から基金繰入金のほうに

財源更正を行うものでございます。 

 次に、生活保護総務費につきましては、説

明欄１、(1)矯正施設等退所者社会復帰支援

事業、これは刑務所退所者等に対する支援の

委託事業でございますが、同様の財源更正を

行うものでございます。 

 (2)の緊急雇用創出基金市町村補助事業に

つきましては、就労支援等を行う市町村へ助

成するものでございます。これまで国から市

町村への直接補助で実施されていました生活

保護の事務事業が、今般基金事業となったた

め、市町村補助事業として所要額を歳出予算

に計上するものでございます。 

 (3)の生活保護適正実施推進事業につきま

しては、生活保護の適正化の推進のための経

費について財源更正を行うものでございま

す。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の(1)緊急雇用創出基金積立金につきま

しては、ただいま御説明いたしました事業を

基金事業として実施するために所要額を基金

に積み立てるものでございます。 

 社会福祉課は以上です。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○松永障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 資料の33ページをお願いいたします。 

 第21号議案児童福祉法の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

についてでございます。 

 条例案の概要を35ページにつけております

ので、35ページをお願いいたします。 

 １の条例改正の趣旨といたしましては、児



第７回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年12月12日) 

 - 5 -

童福祉法の一部改正を踏まえて、関係する条

例の規定を整理するものです。 

 ２の改正の内容といたしましては２点あり

まして、１点目が、(1)にありますように、

児童福祉法の一部改正において新たに条文が

追加され、条文番号に変更が生じたことによ

りまして、その条を引用している①から⑤ま

での５つの条例におきまして条ずれが生じる

こととなりましたので、それを修正するもの

です。 

 また、２点目が、(2)のところですが、法

改正で指定医療機関という文言が指定発達支

援医療機関に改められましたので、同じ文言

を使用している条例につきましても、同様に

文言を改めるものでございます。 

 施行期日は、改正児童福祉法の施行日と同

じ平成27年１月１日としております。 

 障がい者支援課の説明は以上でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課です。 

 資料の７ページをお願いいたします。 

 初めに、今回の補正予算では、医療・介護

サービスの提供体制改革を推進するための新

たな基金、地域医療介護総合確保基金と言い

ますが、この基金の積み立てと新規事業への

基金活用や既存事業への財源更正に要する予

算をお願いしております。 

 まず、公衆衛生総務費で30億3,792万5,000

円の増額をお願いしております。 

 主な事業について説明してまいります。 

 １、保健医療推進対策費、(2)の脳卒中等

医療推進事業は、脳卒中及び急性心筋梗塞に

係る急性期拠点病院の設備整備に対する助成

です。４億321万3,000円をお願いしておりま

す。 

 (3)の医療勤務環境改善支援センター事業

は、医療機関の勤務環境改善を促進するため

の支援を行うセンターの設置及び運営に要す

る経費です。161万2,000円をお願いしており

ます。 

 めくっていただきまして、８ページをお願

いいたします。 

 (5)の地域医療等情報ネットワーク基盤整

備事業は、県内の医療機関、訪問看護ステー

ション、薬局及び介護施設等における地域医

療等情報ネットワークの構築に対する助成で

す。平成26年度から29年度までを第１期と

し、先行的にシステム構築を行い、第１期の

検証後、平成30年度から33年度にかけて、県

下全域への普及を行ってまいります。補助先

は、県医師会を予定しております。７億4,69

0万円をお願いしております。 

 ３の地域医療介護総合確保基金積立金は、

議案の順番上、ここでの説明になりますが、

新たな基金の積み立てを行うものです。負担

割合は、国３分の2、県３分の１で18億8,000

万円をお願いしております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 医務費で5,347万7,000円の増額をお願いし

ております。 

 主な事業について説明してまいります。 

 １、歯科行政費、(1)の在宅歯科医療連携

室整備事業は、在宅歯科医療希望者への歯科

診療所の紹介や相談対応を行う連携室の設置

及び運営に対する助成です。病院から在宅に

移行する際にも患者の状態に応じた口腔ケア

等が受けられるよう、この連携室で医療、介

護における調整を行うものです。補助先は、

県歯科医師会を予定しております。127万5,0

00円をお願いしております。 

 (2)の在宅歯科診療器材整備事業は、在宅

歯科診療を行うための歯科診療用機器や訪問

歯科診療車の整備に対する助成です。補助先

は、歯科診療所等を予定しております。3,00

0万円をお願いしております。 

 めくっていただきまして、10ページをお願

いいたします。 

 保健師等指導管理費で6,264万円をお願い
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しております。 

 主な事業について説明してまいります。 

 １、看護行政費、(1)の看護師養成所等運

営費補助事業は、看護師等養成所の運営に対

する助成及び財源更正です。新卒学生の県内

就業率に応じた調整率を新たに導入して、従

来の運営費に加算することとし、259万4,000

円の増額をお願いしております。 

 続きまして、条例等議案でございます。 

 恐縮ですが、資料の36ページをお願いいた

します。 

 第22号議案熊本県地域医療介護総合確保基

金条例の制定についてでございます。 

 38ページの条例案の概要で御説明いたしま

す。 

 １、条例制定の趣旨でございますが、去る

６月25日に公布、施行されました地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保の促進に関す

る法律第４条第１項に規定する都道府県計画

に掲載された事業に要する経費を支弁するた

めの基金を設置する必要があることから、こ

の基金条例を制定するものでございます。 

 内容につきましては、２に記載のとおりで

ございまして、３、施行期日については、公

布の日としております。 

 設置いたしました基金を活用して、先ほど

御説明いたしました医療・介護提供体制の充

実のための各種事業に取り組んでまいりま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○下村健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 説明資料の11ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費でございます。 

 右の説明欄をごらんください。 

 １の健康づくり推進費で1,321万7,000円を

お願いしております。新規事業を２本計上し

ておりますが、いずれも医療政策課からの説

明にございました地域医療介護総合確保基金

を活用した事業でございます。 

 まず、(1)の病院群遠隔病理診断体制整備

事業ですが、がん診療連携拠点病院が実施す

る遠隔病理診断システムの整備に対する助成

です。拠点病院に遠隔病理診断が可能となり

ますシステムの導入を進め、県内いずれの地

域においても、がん患者が的確な病理診断を

受けることのできる体制を構築するもので、

1,195万3,000円をお願いしております。 

 次に、(2)の医科歯科病診連携推進事業(が

ん診療)ですが、がん診療において、がん患

者への術後の疾病予防や疾病の早期治療等に

有用な医科歯科連携を推進するために、歯科

医師等を対象とした研修や県民に向けた啓発

等に要する経費で、126万4,000円をお願いし

ております。 

 次に、２の国庫支出金返納金ですが、平成

25年度の原爆被爆者手当交付金等の確定に伴

います国庫支出金の返納に要する経費、6,37

5万6,000円でございます。 

 健康づくり推進課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○窪田薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 説明資料の12ページをお願いいたします。 

 まず、上段でございますが、公衆衛生総務

費ですが、163万円余の増額補正をお願いし

ております。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 現在、臓器移植コーディネーターにつきま

しては、熊本赤十字病院に助成を行い、１名

を配置し、臓器移植に関する普及啓発や研修

を初め、臓器提供事例が発生した場合の提供

者御家族の意思確認、関係者の連絡調整等を

行っているところです。 

 今回の臓器移植コーディネーター人材育成

基盤整備事業は、移植医療の円滑な事業継続

を図るため、公益財団法人熊本県移植医療推
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進財団に委託し、新たな臓器移植コーディネ

ーターの育成を図るもので、地域医療介護総

合確保基金を活用し、実施するものでござい

ます。 

 次に、下段でございますが、薬務費でござ

いますが、4,044万円余の増額補正をお願い

しております。 

 在宅訪問薬剤師支援センター等の整備事業

は、在宅医療で使用されます医療材料、衛生

材料等の供給を円滑に行い、その充実を図る

ため、熊本県薬剤師会が行います薬局や薬剤

師を支援する在宅訪問薬剤師支援センター等

の整備や医療用麻薬の在庫管理システム開発

等に対して助成を行うもので、同じく地域医

療介護総合確保基金を活用し、実施するもの

でございます。 

 以上、薬務衛生課としまして、4,207万円

余の増額をお願いしております。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○髙木健次委員長 次に、病院事業管理者か

ら総括説明を行い、続いて担当課長から資料

に従い説明をお願いします。 

 初めに、河野病院事業管理者。 

 

○河野病院事業管理者 おはようございま

す。病院局でございます。 

 委員の皆様には大変お世話になっておりま

す。今後ともよろしくお願いいたします。そ

れでは、座って説明させていただきます。 

 本会議に提案しております議案の概要説明

に先立ちまして、最近の県立こころの医療セ

ンターの運営状況について御報告を申し上げ

ます。 

 初めに、平成24年度からスタートいたしま

したこころの思春期外来につきましては、年

々患者数が増加傾向にありまして、今後も患

者数の増加が見込まれることから、状況に応

じて体制を強化するなど、患者の立場に立っ

て丁寧に対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 また、ことし４月には、退院した患者等に

対して、医師、看護師、精神保健福祉士など

多職種の医療スタッフが連携して支援する上

での中核となります地域生活支援室を設置し

て、安定した地域生活が送れるよう支援活動

を行っております。 

 次に、当院では、病院経営や医療のあり方

について御意見を伺う外部の専門家等で構成

する運営評価委員会を設置しておりまして、

今年度は、去る11月17日に開催をいたしまし

た。その中で、公的機関による児童・思春期

入院施設を早期に開設をしてほしい、あるい

は、収益改善に向けた工夫とともに、県民に

とって頼りになる病院であってほしいなどの

意見をいただき、当院に対する期待を強く感

じたところです。 

 これらの御意見を今後の病院運営にしっか

りと反映してまいりたいと考えております。 

 それでは、本議会に提案しております病院

局の議案について御説明いたします。 

 今回提案しておりますのは、第６号議案平

成26年度熊本県病院事業会計補正予算(第１

号)など予算関係２議案であり、来年度の年

間委託契約に係る債務負担行為の設定及び人

事委員会勧告に基づく給与改定に伴う職員給

与費の増額をお願いするものでございます。 

 詳細につきましては、総務経営課長から説

明させますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 引き続き担当課長から説

明をお願いします。 

 

○林田総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 お手元の委員会説明資料の41ページをお願

いいたします。 
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 今回は、債務負担行為の設定及び職員給与

費改定に係る補正をお願いしております。 

 詳細について御説明いたします。 

 42ページをお願いいたします。 

 まず、債務負担行為の設定についてでござ

います。 

 こころの医療センターの業務のうち、庁舎

管理や医事業務などの業務委託につきまして

は、平成27年４月１日から業務を行うため、

今年度中に一般競争入札などの契約事務を終

える必要がございます。このため、総額8,60

0万円余の債務負担行為を設定するものでご

ざいます。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 職員給与費の増額をお願いしております。 

 人事委員会勧告に基づく給与改定を平成26

年４月１日に遡及するなどして実施するた

め、総額900万円余の増額をお願いするもの

でございます。 

 なお、給与関係条例の改正につきまして

は、一括して総務常任委員会で御審議をいた

だくこととなっております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○髙木健次委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○松岡徹委員 21号の児童福祉法の一部改正

に伴う条例改正の点で、小児慢性特定疾患の

関係で対象が広がるのは大変結構なことで賛

成なんですけれども、国会の議論での議事録

なんかも詳しく見てみると、やっぱり負担増

が、人口呼吸関係とか、こういうお子さんを

お持ちの若い世代には、やっぱり生活も大変

だし、負担がふえるのはどうかという議論も

かなりありまして、それで、どういうところ

が負担増になるのかということを少し確認し

たいと思いまして……。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 今のお尋ねの件につきましては、その他の

報告事項で追加案件として資料を入れさせて

いただいているところでございまして、いか

がいたしましょうか。そのときにお答えする

ということでよろしいですか。 

 

○髙木健次委員長 松岡委員、後ほど説明が

この件についてはありますので……。 

 

○松岡徹委員 この議案に対する態度を決め

にゃいかぬから、この議案の中でやっぱり説

明するのが適当です。 

 

○髙木健次委員長 説明でも十分その議案と

しての説明になると思いますので……。 

 

○松岡徹委員 いやいや、その議案に対して

態度ば決めにゃいかぬから、採決ば。今説明

していただかないと態度の決めようがない。 

 

○髙木健次委員長 福田課長、説明、ここで

いいですか。 

 

○福田子ども未来課長 はい。 

 それでは、その他で配付している資料を御

説明してもよろしいでしょうか。 

 それでは、済みません、お手元の……。 

 

○松岡徹委員 委員長、ちょっといいです

か。 

 大体その議案に関係するのをこの時点で説

明するのが筋であって、その他はその他であ

って、何でそうなるわけですか。でないと議

論ができないじゃないですか。あなたに言っ

てもしようがないけれども、一応説明をお願

いします。 
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○福田子ども未来課長 それでは、お手元に

追加でお配りさせていただきました一枚紙の

資料でございます。表題が、小児慢性特定疾

病に係る医療費助成制度の改正についてでご

ざいます。 

 この制度改正につきましては、昨日、国の

告示が出そろう予定でございましたけれど

も、対象疾病など一部の告示につきまして

は、来週以降にずれ込むという連絡が国から

ございました。国のほうでは、案どおりに告

示する予定であるということでございますけ

れども、現時点では改正案として説明させて

いただきます。 

 まず、１の改正の趣旨でございますけれど

も、持続可能な社会保障制度の確立を図るた

めの改革の推進に関する法律に基づきまし

て、小児慢性特定疾病の患者に対する医療費

助成に消費税を充てることができるようにす

るなどの公平かつ安定的な制度を確立しよう

とする改正でございます。 

 ２の施行日は、来年１月１日となっており

ます。 

 ３の改正の概要でございますが、１点目

は、医療費助成を裁量的経費から義務的経費

化され、国の財源が安定的に確保されること

になります。 

 ２点目は、対象疾病が、これまでの514疾

病から704疾病に拡大され、ダウン症候群で

すとか、筋力が低下する重症筋無力症、多臓

器、たくさんの臓器で炎症を引き起こすベー

チェット病などが新たに対象に加わることに

なります。 

 ３つ目でございますけれども、自己負担が

見直されまして、①でございますけれども、

負担割合が現在の３割負担から２割負担とな

ります。同時に、②でございますけれども、

自己負担限度額が見直されまして、従来、外

来と入院に分けて設定されたものが一本化さ

れたり、所得階層区分の見直しが行われるこ

とになります。また、入院時の食費につきま

しては、２分の１が自己負担となります。た

だし、負担の大きい世帯につきましては、同

一世帯に複数の対象者がいる場合に負担限度

額を案分して負担が軽減されます。また、既

に認定を受けている患者に対しては、入院時

の食費を無料に据え置くなどの３年間の経過

措置が設けられることになっております。 

 ４点目は、指定制度が創設されまして、診

断書を作成する医師の指定ですとか、診療を

行う医療機関の指定を行うことになります。 

 最後に、自立支援事業といたしまして、県

は、対象児童や保護者の相談支援などに取り

組むこととされておりまして、来年度以降の

相談支援体制などについて検討をしていると

ころでございます。 

 この制度改正で対象疾病が広がることによ

りまして、現在、県の助成対象が約900人、

熊本市の助成対象が約800人でございますけ

れども、国が試算しました対象者数の伸びか

ら考えますと、県、熊本市ともに、それぞれ

1,100人から1,200人程度に増加すると見込ま

れます。 

 また、助成額につきましては、国の試算で

は、全体として20％強増加するであろうと見

込まれております。 

 現在、熊本市と情報交換をしながら、新た

な受給者証の交付や医療機関等の指定の準備

を進めているところでございます。 

 また、制度改正内容につきまして、案の段

階から県ホームページに掲載をしております

けれども、医療機関に御理解いただくことが

何よりも重要でございますので、県小児科学

会や県医師会、薬剤師会などの御協力を仰ぎ

ながら周知を行っております。また、患者数

の多い医療機関には、直接説明に出向くなど

して周知に努めているところでございます。 

 今回の制度改正の概要についての御報告は

以上でございます。 

 それと、先ほど松岡委員が御質問なされ



第７回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年12月12日) 

 - 10 -

た、今回のその自己負担の改正によって負担

がふえる部分がないかというお尋ねだったか

と思いますので、それについてもあわせて御

説明させていただければと思いますけれど

も、今回、自己負担限度額の設定の仕方が―

―済みません、新規に対象になられる方につ

きましては、当然、助成対象に新たに加わり

ますので、自己負担は軽くなります。現在認

定を受けられている患者さんについての問題

でございますけれども、自己負担限度額の設

定の仕方が、所得税額を基礎とした区分から

市町村民税額を基礎とした区分に変更され

て、その区分も、やや大くくり化されており

ますので、一概に上がるか下がるかというの

は、ケース・バイ・ケースではございます。

ただし、これまで負担がゼロでございました

重症患者、あるいは市町村民税非課税に該当

する所得の方につきましては、所得に応じま

して、月額1,250円または2,500円の負担とい

うことになります。 

 また、入院時の食費に関しましては、既に

認定を受けている方は、３年間の経過措置は

ございますけれども、２分の１は自己負担と

いうことになってまいります。 

 また、外来と入院の限度額区分が一本化さ

れることによりまして、通院のみの患者さん

の場合には、これもケースにはよりますけれ

ども、全体的には、限度額が増額になる方向

でございます。 

 ただ、先ほど申し上げましたように、負担

が大きい世帯の軽減策なども組み込まれてお

りまして、一定の応分の負担を求めるという

ことと過大な負担の軽減という考え方で今回

見直されたものであるというふうに考えてい

るところでございます。 

 お答え、以上でございます。 

 

○松岡徹委員 わかりました。それで、さっ

きお話があったように、514疾患から704疾患

に対象を広げると。この中には非常に重要な

疾患も入っていますし、それから、大きな意

味では、３割負担を２割負担にということで

すので、ただ、国会でも議論になって要望も

出されているのは、やっぱりケースによって

は非常に長くかかる病気ですからね、当然。

やっぱり親御さんが仕事をやめて看病に当た

らなきゃいかぬというケースもあって、それ

以外のやっぱり、何というか、支出もそれに

関連してあると、公的な負担だけじゃなく

て。そういうところに負担がふえるというの

は本当に深刻な問題があるので、国会でも改

善を求めるということでの議論があっている

んですね。ですから、私としては、大きな意

味でのこの改正の趣旨には賛成するんですけ

れども、一方で、何でも負担の公平というこ

とで、特に困難を抱えている方々にも公平と

いうことで負担を求めて、あるいはふやして

いくというあり方は、今後、県としても、国

に対しても改善を求めていただきたいという

ことを申し上げて、答弁は要りませんけれど

も、意見として述べておきます。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○藤川隆夫委員 健康福祉政策課の最初にあ

りました社会的包容力構築・「絆」再生事業

の件なんですけれども、これは、中身を見る

と、地域の縁がわづくりとどぎゃんふうに違

うとかなと一瞬思ったんだけれども、そのす

み分けというか、予算的に違うからこういう

形にしているのかというので、ちょっと教え

てもらえればと思います。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 地域の縁がわとの

違いということでございますけれども、地域

の縁がわにつきましては、今でも居場所づく

りということで、住民の方々、非常に狭いエ

リアの中で、自主的な活動を行っていただい

ておるところでございますけれども、今回の
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事業につきましては、基本的に３市町とも社

協のほうに事業委託いたしまして、見守りで

すとか、居場所づくり、それから訪問活動、

そういう組織的な事業を主に、コーディネー

ター等配置しまして、モデル的に実施してい

くということで、ちょっとかなり組織立った

取り組みというところで違いがあるかと思っ

ております。 

 

○藤川隆夫委員 何か利用者にとっては余り

関係ないような感じがすっとだけど。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 利用者といいます

か、町の、何というか、きずな、いわゆるき

ずなづくり、そこを広げていくというところ

で、そこに重きを置いた事業でございます。 

 

○藤川隆夫委員 何かもう一つぴんとこんけ

ど――わかりました、話は。 

 それとあと、訪問薬剤師の支援センターを

つくるという話がありましたけれども、これ

は訪問薬剤師だけ恐らく行ってもなかなか難

しいと思うんですよね。恐らく在宅に行って

薬剤管理とか何かされるんでしょうけれど

も、行くときに薬剤師だけで行っても恐らく

難しい側面があると思うので、実際に、介護

現場の人、あるいは医療現場の往診とか何か

されるとき、訪問看護とかそういうのとセッ

トになって行かれるのか単独でされるのか、

その付近の話、ちょっと聞かせてください。 

 

○福田子ども未来課長 今、委員の質問でご

ざいますが、医療機関であったり、訪問看護

ステーション、また、地域の包括支援センタ

ー等と一緒に行くということを一応考えてお

ります。 

 

○藤川隆夫委員 ということですね。わかり

ました。 

 委員長、もう１点、済みません。 

 病院局のほうなんですけれども、先ほど管

理者から説明ありましたけれども、地域生活

支援室というのをつくられますよね。この中

で、在宅に、こころの医療センターから外

へ、地域へ帰されて、そこで生活をされるの

を恐らく全部コーディネートしていかれるん

だろうと思うんですけれども、イメージ的に

は、この間北海道で見てきたようなのをイメ

ージされているのか、在宅で生活する上にお

いてどういうようなコントロールの仕方をさ

れていくのかというの、ちょっとわかりづら

いのが１点と、あわせてもう１個、ここに書

いてあるこころの思春期外来で入院の要望が

大分出てきているという話がありましたけれ

ども、これは現在あいている40ベッドの利活

用につながっていくのか、この２点、ちょっ

と教えてください。 

 

○河野病院事業管理者 １点目の地域生活支

援室の活動なんですが、北海道、私も一緒に

視察に行かせていただきましたが、既に４月

から開始しておりますのは、やはり退院され

た方が、生活の中のいろんな悩みなんかでま

たいろいろ悩まれて、再度入院のほうに来て

しまうというのをまずは防止したいというこ

とがまず第１点でありまして、そういう中

で、本来は私の病院の職員だけでは生活全般

を支えるというのはなかなか難しいところも

ありますが、まずは、うちの職員と、先ほど

申し上げましたいろんな医師、看護師あたり

も含めて、その対象の人をどのようにサポー

トしたらいいかという形で今やっておりま

す。ただ、実際、これから、イメージとして

は、福祉関係の組織とか、地域の行政とか、

こういった方々とも支援の枠を広げて、そう

やって総括的にサポートしていかないと、実

際のところはなかなか難しいかなと思ってお

りますが、まず走り出しとしては、我々でど

こまでできるかといいますか、できるだけ、

できる人は我々でやってしまいますし、そう
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じゃない人は、またそういう輪を広げなきゃ

ならないと思っております。 

 実際、７名、今対象者がいらっしゃいまし

て、私どもがちょっと借り上げているハイ

ツ、グループホームみたいな施設なんです

が、借り上げてあるハイツの中で生活されて

いる人が半分ぐらいで、あと、地域の家のほ

うで生活されている人が残り半分ぐらいで、

そういう形で今やっておりますが、今申し上

げましたような個別個別でちょっと考えなが

ら、試行錯誤しながらやっていくことになる

と思います。 

 ２点目のこころの思春期外来につきまして

は、入院といいますか、外来の患者数が年々

ふえているということで、実際、その中で何

人か、入院の場合は基本的にうちの専門的な

施設がありませんので、入院の場合は、よそ

の病院で今やっていらっしゃるところも紹介

することもありますが、どうしてもうちで受

け入れざるを得ないときは、数人、今多くて

２人とか３人とか、今成人病院の中に差し支

えない形で入院していただいているケースが

あります。 

 ただ、５カ年計画でも標榜しております

が、平成29年には、一定の病床数の児童・思

春期の入院施設を開設したいということで今

準備しておりますが、現在はその準備段階で

ありまして、今申し上げましたように、どう

してもうちのほうで受け入れる必要があると

いう場合、数名程度、成人の方の病棟の中で

差し支えない形の場合、ケースに限って受け

入れをしているという形をとっております。 

 

○藤川隆夫委員 よくわかりました。地域で

生活していく上においてやっぱり細かく見て

いかないとトラブルのもとになってくると思

いますので、その付近はちょっと配慮してい

ただきながら頑張っていっていただければと

思います。ありがとうございました。 

 

○早田順一委員 ９ページの医療政策課のほ

うにお尋ねしますけれども、ここで歯科行政

費ということで予算が計上されております

が、在宅歯科医療希望者、それに伴う医療器

械、診療器械の予算、それから、がん診療連

携拠点病院とか回復期の病院で訪問歯科診療

をするための器材の整備ということで予算が

書いてありますけれども、数字的なことで、

現在、こういった訪問あるいは病院に行ける

歯科医の方が現在何名いらっしゃって、今後

この基金を活用してどれぐらいふやされるの

か、その辺をちょっとお尋ねします。 

 

○立川医療政策課長 ちょっと今細かな数字

は持ち合わせておりませんので、少しお時間

をいただきたいと思います。 

 

○早田順一委員 予算計上してありますから

恐らくふえていくと思うんですけれども、県

内でバランスよく均衡にある程度そういうで

きる歯科医の方がおられるのかどうか、そう

いう整備をされていかれるのかどうかをちょ

っと聞きたかったんですよ。 

 

○立川医療政策課長 例えばといいますか、

ここの９ページの(3)の事業でございますけ

れども、医科歯科連携訪問歯科診療用機器整

備事業ということで、これは、ここには書い

てございませんけれども、郡市医師会に３年

間かけまして整備をしていきます。郡市医師

会が14ございます。熊本市は数も多いので、

プラス１ということで15あるんですけれど

も、15を対象として、３年間に均一にといい

ますか、特定の地域に限ってということでは

なくて、県下満遍なくこういった訪問歯科診

療ができるようにしてまいりますので、地域

の偏りとかが結果的に３年後に出るというよ

うなことは想定しておりません。 

 以上です。 
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○早田順一委員 よろしくお願いします。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○鬼海洋一委員 新規事業ということで出し

ていただいておりますので、その中身と現状

を少しお話しいただきたいと思っております

が、これは７ページ、小児医療対策事業とい

うことで、この金額は大したことありません

けれども、ここで計上していただいていま

す。この小児在宅医療を推進するための多職

種連携研修、小児訪問看護相談窓口というこ

とで書いてありますが、これまでも小児医療

については、例えば救急医療等についても、

地域医療センターを中心とする救急医療体制

の取り組み、あるいは天草や八代等では、内

科医等を含めて救急体制をつくるという、こ

ういう取り組みが過去あっておりました。あ

わせて、この在宅小児訪問看護等が今どうい

うぐあいに行われているのかということと、

このそもそもの対策事業を新規としてやられ

るということになったわけですが、その辺の

状況についてお話しいただきたいと思いま

す。 

 

○立川医療政策課長 小児の在宅医療といい

ますのは、なかなかやっぱりもともと小児科

医の不足とか、それに取り組む小児科の先生

が数多くないというふうなこともございまし

て、一般的に小児の在宅医療が少し立ちおく

れているというようなこともございまして、

今回、この新たな基金で、ここに小児医療対

策事業ということで計上させていただいたも

のです。 

 具体的には、ここは何をするかといいます

と、ここに書いてますけれども、なかなかそ

ういった取り組み例が少ないということもあ

って、それを広げるという意味で、これはＮ

ＥＸＴＥＰという小児の訪問看護ステーショ

ンがあるんですけれども、そちらのほうにこ

の事業を委託いたしまして、今先生、ここに

も書いてございますけれども、医師、看護師

を初めとした多職種の研修事業をそちらのほ

うで、１月以降になりますけれども、実施し

ていただくという経費を計上しているところ

でございます。 

 それから、この小児訪問看護相談窓口とい

うふうなことで、ここも今申し上げましたＮ

ＥＸＴＥＰというところに同じように委託い

たしまして、そこでの、例えば、ほかにも訪

問看護ステーションあるんですけれども、そ

こで小児を対象としたところになかなか立ち

入って拡大をちゅうちょされているようなと

ころ、そういったところからの相談とか、技

術的な支援をそこのＮＥＸＴＥＰのほうから

してもらおうというふうなことで相談窓口を

今回委託するものでございます。 

 

○鬼海洋一委員 小児医療にかかわる期待と

いうのは全県的に今あるので、強くあるんで

すよね。それで、今回この271万計上されて

おりますけれども、今後、じゃあ、このＮＥ

ＸＴＥＰ、訪問看護ステーションというお話

ありましたけれども、どの程度この奥行きを

広げていくと、どこまでこの事業を将来的に

は広げていくという、全県カバー、どの程度

カバーできるのかということも含めて、この

出発を将来的にどういうぐあいに位置づけて

おられるのか。いかがでしょうか。 

 

○立川医療政策課長 ここの今委託いたしま

した小児訪問看護ステーションだけでは全県

下当然カバーできないわけでございますの

で、ここを種といいますか、ここを起点とい

たしまして数量的に訪問看護ステーションが

対応できるようにするだとかいうのは、ちょ

っとまだ明確な目標までは、策定は持ってお

りませんけれども、少なくとも、なかなかお

母さんたち、親御さんたちが、子供の看病と
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いいますか、看護で非常に１日のほとんどの

時間をとられているようなこともございます

ので、そういったところを少しでも少なくし

ていくというふうなことで、広く全県下で取

り組んでいただけるような、今回の起爆剤と

いいますか、そういった取り組みにしたいと

思っております。 

 

○鬼海洋一委員 大体わかりました。今、こ

れから取り組んでいくということのようです

けれども、いずれにしても、この小児の医者

そのものが、地域偏在というのが以前から指

摘されているわけですよね。特に、今回人口

問題でも指摘されている過疎のところという

のは、なかなか小児科の先生がいない場所と

いうのが非常に多いわけでして、その辺が今

後の地域振興とも関連する課題だというふう

に思うんですけれども、ここで出された以

上、このことに対する期待感というのは膨ら

んでいくというふうに思いますね。ですか

ら、ぜひ全県カバーできるように、どういう

ぐあいに将来取り組んでいくのかということ

についても、１つの、何といいますかね、計

画といいますか、そういうものをぜひつくっ

ていただきますようにお願いしておきたいと

いうふうに思います。 

 それから、せっかくですから、次に、脳卒

中等医療推進事業というのが出されていま

す。この中身を少し、拠点病院ですから何カ

所かにこの予算を支出されるんだと思います

けれども、ちょっと説明いただければと思い

ます。 

 

○立川医療政策課長 (2)の脳卒中等医療推

進事業でございますけれども、平成26年度

は、実質三月の事業期間になるわけですけれ

ども、７つの病院にＭＲＩとかＣＴとかそう

いった機器を整備するということを予定して

おるところでございます。補助率は２分の１

というふうなことで、熊大病院、済生会病

院、荒尾市民病院等の７つの病院でございま

す。 

 

○池田和貴委員 済みません、５ページ、社

会福祉課にちょっとお尋ねをしたいんです

が、生活福祉資金貸付事業、生活福祉資金滞

納債権償還等強化事業ということで、事務員

の配置に対する助成がされておりますが、今

これは、金額がどれくらいあって、何件ぐら

いの融資があって、どれくらい滞納があるの

か、ちょっと教えてもらっていいですかね。 

 

○吉田社会福祉課長 生活福祉資金の貸し付

け状況とか滞納状況ですけれども、まず、貸

し付け状況は、平成25年度で165件の8,600万

円の貸し付けになっています。滞納は、償還

率そのものは、県全体で約２割ぐらい、22％

ぐらいの償還でございます。 

 

○池田和貴委員 ということは、78％が滞納

ということですか。 

 

○吉田社会福祉課長 そうでございます。 

 

○池田和貴委員 これは、以前もしかしたら

話があったのかもしれないんですけれども、

これは県の弁護士会のほうからも御提案があ

って、要するに多重債務者問題があったとき

に、いわゆる福祉とそういうものを分けるん

じゃなくて、当然福祉の関係の方もそういう

方がいらっしゃって、いわゆる、ただお金を

貸して、それで、あとは貸してやってくださ

いということだけではなくて、お金を貸した

後に、その人の生活の相談を受けて、その方

に寄り添った形での融資をして、いわゆる相

談、返すところまで踏み込んでやる融資をと

いうことで、熊本県でも全国に先駆けて多重

債務者生活再建事業というのをやって、これ

は私も何度か質問しましたが、多重債務者の

方々がそこから抜け出すのに非常に効果を上
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げているというところだったんですね。 

 それで、弁護士会のほうからの話では、も

しこういったものも一緒にそういうノウハウ

があるようなところ、要は、お金を貸して生

活相談に乗りながら、生活の再建をしたりと

か生活の相談に乗ってやるような、そういう

ことをやるとより効果的なんじゃないかとい

うふうな話がありました。 

 それで、多分この事務員の、配置をされる

方も、もしそういう専門的な知識を持ってい

たりとかそういう方だったら望ましいと思う

んですが、その辺はどうなんですかね。そう

いう方を配置されるということなんですか

ね。 

 

○吉田社会福祉課長 現在のところ、償還員

として配置しているのは、熊本市がお２人と

八代市と天草市が１人ずつの状況でして、確

かに、委員おっしゃるように、貸し付けたと

きに、やっぱり生活再建のところも踏まえた

ところでやっていかなくちゃいけないという

のはおっしゃるとおりだと思います。それ

で、社協のほうには、この滞納償還員だけで

はなくて、貸し付け時の相談員のような配置

もしています。だから、その人たちは、もち

ろん貸し付けのお手伝いもする傍らで、あわ

せて、生活立て直しのための相談にも乗って

いただくというふうな制度もございますの

で、そういうふうなところとあわせてやって

いかなくちゃいけないのかなと思っておりま

す。 

 あと、来年度、生活困窮者対策ということ

で新たな制度が始まります。その中でも、窓

口でいろいろ相談があったときには、就労支

援もやる、家計の相談もやる、そんなふうな

ことで総合的に動くようなことになってまい

りますので、そんなふうなところで充実した

取り組みをやっていけたらなというふうに思

っております。 

 

○池田和貴委員 同じような多分認識、今、

先ほど本当におっしゃられたように、生活困

窮者対策の法律ができ上がるわけですけれど

も、そういった意味では、熊本には、そうい

ったノウハウを持っている事業も、県の助成

を受けながらスタートをして、もう３年から

４年たつのかな。があるので、やっぱりそう

いったところとの連携というのは、ぜひ考え

られてみたらどうかと思うんですね。もちろ

んこれは社協のほうに出されるんでしょうか

ら、社協の皆さん方との話し合いが必要かと

思いますが、その辺の連携はぜひ考えてみら

れたらどうかと思いますね。これは要望して

おきます。 

 

○髙木健次委員長 よろしいですか。 

 

○池田和貴委員 はい。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○立川医療政策課長 先ほど、在宅歯科診療

をしている診療所が今幾つあるのかというふ

なお尋ねが早田委員からございまして、その

とき、数字を持ち合わせてませんと言ってお

りましたけれども、在宅療養支援歯科診療所

という名称でございますけれども、今現在9

1、県下にございます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 それを例えば３年間の基金

でどれぐらいふやされる予定なんですか。 

 

○立川医療政策課長 機器整備といたしまし

ては、約160カ所を予定して整備していきた

いと考えております。 

 

○早田順一委員 プラス160じゃなくて、合

わせて160ということですね。 
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○立川医療政策課長 そういうことでござい

ます。 

 

○池田和貴委員 その中で、歯科医院という

医院を経営するのじゃなくて、もう訪問専門

の歯科医院もあったかと思うんですけれど

も、そういうのは県内には何人ぐらいありま

すか。実は、天草に１カ所あるのは知ってい

るんだけど。 

 

○立川医療政策課長 ちょっと今数字を持ち

合わせておりませんので、調べて御報告いた

します。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 

○小早川宗弘委員 ８ページのこの新規事業

の地域医療等情報ネットワーク基盤整備事

業、これは、結構巨額な予算がついていると

いうこと、今後どういうふうな整備スケジュ

ールで全体がどれぐらいかかるのか、どれぐ

らいの施設を想定した整備を図っていかれる

のか、教えてください。 

 

○立川医療政策課長 事業費といたしまして

は、これは総事業費ということでございまし

て、私ども県から補助する以外にも、参加す

る医療機関等が、毎月といいますか、参加費

といいますか、そういったものをお支払いし

ていただく必要がございますので、そういっ

たのを込みで言いますと、約30億円を平成33

年度まで予定しております。 

 どういった進行ぐあいかということでござ

いましたけれども、先ほど私説明の中でも御

説明いたしましたが、平成29年度までを第１

期といたしまして、パイロット地区という私

ども名称しておりますけれども、３圏域を重

点的にといいますか、やっていくと。その３

圏域というのは、阿蘇、水俣・芦北、それか

ら人吉・球磨の３圏域でございます。そこを

先行的にやるということを第１期で29年度ま

で、30年度から33年度にかけまして県下全域

にこのシステムを広げていくということと考

えております。 

 

○小早川宗弘委員 施設数的なことは何かイ

メージありますか。 

 

○立川医療政策課長 施設数といたしまして

は、数だけまず申し上げますと、第１期で36

3施設を対象といたしております。それで、

全期間といいますか、２期までいきますと2,

482の施設を対象に設置していくということ

と考えておりまして、これは、私ども対象と

しております施設の約85％として設置してい

くというふうなことでございます。 

 

○小早川宗弘委員 情報ネットワークとか、

電子カルテの共有とか、情報ネットワーク、

患者さんのいろいろなそういうものをネット

ワーク化していくというふうな話だと思うと

ですけれども、地域医療が非常に向上してい

けばいい取り組みなのかなというふうに思い

ますし、ただ、ちょっと心配なのが、患者さ

んの希望によって入るか入らぬか、ちゃんと

ハード的な整備、ネットワークはできとって

も誰も登録しとらぬ、登録者数が少ないとい

うふうなことになれば、何かそういう整備が

できとってもあんまり役に立たぬ、そういう

整備につながるんではないかなというふうに

思います。ぜひこれが成功するように、結構

巨額のお金を投じて整備するというふうなこ

とでありますので、他県も成功しているとこ

ろは何県かあるというふうなこと、千葉とか

いうのは成功しているというふうなことを聞

いておりますので、他県の状況もしっかりと

分析しながら整備を進めていただきたいと思

います。 

 以上です。 
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○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第６号、第７号、第

13号、第20号から第22号まで及び第31号につ

いて、一括して採決したいと思いますが、御

異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外７件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外７件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 事前配付の議事次第では、執行部からの報

告は１件でしたが、報告事項の追加の申し出

がありましたので、２件の報告となっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、中島高齢者支援課長から報告を

願います。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 お手元に委員会説明資料とは別冊となって

おります厚生常任委員会報告事項と記載して

あります冊子のほうをお願いしたいと思いま

す。 

 １ページをお開きください。 

 現在策定中の第６期熊本県高齢者福祉計

画・介護保険事業支援計画につきまして、素

案の策定状況などを御報告させていただきま

す。 

 まず、１の計画の趣旨から２、計画の概要

につきまして、９月の厚生常任委員会でも御

説明させていただきましたので、今回は、改

めてポイントのみ説明させていただきます。 

 まず、計画の趣旨でございます。 

 この計画は、老人福祉事業の供給体制の確

保等や介護保険事業に係る保険給付の円滑な

実施の支援を目的としておりまして、医療計

画や地域福祉支援計画など、関係する計画と

の調和も図られた計画として策定することと

いたしております。 

 次に、２の計画の概要でございますが、

(1)の計画期間は、平成27年度から29年度ま

での３年間となります。 

 なお、今回の第６期計画から、新たに2025

年、平成37年を見据えた介護サービスの見込

み量や介護人材の推計結果を盛り込むことと

されております。 

 次に、(2)にありますとおり「“高齢者がい

きいきと輝き、健やかで長寿を楽しめる”く

まもと」を目指し、(3)の４つの基本理念に

基づきまして、計画の素案を作成したところ

でございます。 

 (4)の重点目標は、次期第６期計画では、

在宅医療、介護連携等にこれまで以上に積極

的に取り組み、市町村が主体となった地域づ

くり等を本格的に推進する必要があることを

踏まえまして、次ページ、２ページの２行目

に記載しております地域における関係者の連

携の強化など、地域包括ケアシステム構築の

加速化の推進としております。 

 次に、計画期間中に取り組むべき重点分野

を、２ページ(5)にあるとおり、５つの分野
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に整理しております。この５つの重点分野ご

とに、３の重点分野ごとの主な施策で、主な

取り組み及び数値目標を整理しているところ

でございます。 

 まず、重点分野、①生涯現役社会の実現と

多様な担い手による支援体制の構築・活用で

す。 

 主な取り組みの１つ目のポツでございます

が、高齢者無料職業紹介所等の活用によりま

す高齢者の就業促進を図りまして、こうした

無料職業紹介所を通じた就職者数を数値目標

として設定しているところでございます。 

 ３つ目のポツでございますが、地域におけ

る介護予防の機能強化を強化していくため

に、住民運営の通いの場などへのリハビリテ

ーション専門職等の関与を促進し、こうした

状態にある市町村数を数値目標としてまいり

ます。 

 次に、重点分野、②でございますが、認知

症になっても安心して暮らせる体制の構築で

す。認知症疾患医療センターにおける多職種

参加の認知症事例検討会の開催や、市町村が

行う認知症初期集中支援のバックアップを行

い、こうした取り組みを行う市町村数を数値

目標にしているところでございます。 

 また、認知症サポーター等による地域住民

間の見守り、支援などを継続的に提供できる

体制づくりを推進していくこととしておりま

す。認知症サポーターの養成人数などを数値

目標としているところでございます。 

 次に、３ページの重点分野、③医療と介護

を初めとした地域の多職種連携体制の構築で

す。訪問看護ステーション提供体制の構築・

充実に向けて、ステーション運営の支援を行

い、数値目標にも掲げていますように、訪問

看護サービスの利用困難地域について解消を

目指してまいります。 

 また、地域づくりや政策形成機能等を発揮

できるよう地域包括支援センターの機能強化

に向けた支援を行い、数値目標としまして、

人員体制が増加した地域包括支援センターの

割合などを掲げております。 

 次に、重点分野、④住民の希望、地域の実

情に応じた多様な住まい、サービス基盤の整

備・活用です。施設整備に対する助成やサー

ビスつき高齢者向け住宅等の供給促進に取り

組み、特別養護老人ホームの新設や改築に当

たっての個室ユニット型整備の割合やサービ

スつき高齢者向け住宅等の供給数を数値目標

とします。 

 最後の重点分野、⑤介護人材の確保や介護

サービスの質の確保・向上です。介護職のイ

メージ改善のための広報啓発などに取り組

み、介護従事者の養成校の定員充足率を数値

目標としてまいります。 

 今回、第６期の計画は、各市町村の介護保

険事業計画が地域包括ケア計画と位置づけら

れ、在宅医療、介護連携等に積極的に取り組

み、市町村が主体になった地域づくり等を本

格的に推進する必要があるということから、

こうした市町村の取り組みを支援する取り組

みをこれまで以上に盛り込んだところです。 

 また、団塊の世代が後期高齢者となります

2025年、平成37年を見据えた介護サービス見

込み量や地域包括ケアシステムのあるべき姿

も盛り込むこととしております。 

 今後のスケジュールとしまして、４、最後

に書いておりますが、今回の計画につきまし

ては、本県の社会福祉審議会の保健福祉推進

部会におきまして、５月に基本的考え方、８

月にたたき台、12月に素案の御審議をいただ

き、御了承いただいたところです。 

 今後、年末から年明けにかけまして県政パ

ブリックコメントを行った後、来年２月の審

議会で最終的な計画案の審議、承認をいただ

く予定でございます。 

 その計画案につきましては、来年２月議会

の当委員会におきまして、改めて御報告させ

ていただく予定です。 

 高齢者支援課からの報告は以上でございま
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す。 

 

○髙木健次委員長 次に、子ども未来課から

の報告につきましては、先ほど質疑の中で説

明がありましたので、省略してもよろしいで

しょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 それでは、報告が終了し

ましたので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 これは、今重点分野の説明

をいただきました。みんなそれぞれに重点的

に取り組んでいただかなければならない課題

だと思うんですが、たまたま、きょうだった

かな、テレビで、最近福祉コースを備えた高

等学校がふえている、それに学ぶ子供たちの

姿が映し出されておりましたが、ところが、

一旦現場の教育といいますかね、それに実習

に行った後のその希望というのが減少すると

いうのが出ておりました。なるほどなという

ふうに、改めて現場の厳しさというのを痛感

したわけですが、こんなに忙しいのに、こん

なに体を酷使するのに、給料と比較すると、

これは行っていいのかどうかと迷っているん

ですね、そういうものが出されておりました

けれども、特に、この５番目の介護人材の確

保、現状でも多くの人たちが、かなり年齢を

有してからもそういう介護の現場に求職をし

ているという状況があります。２～３カ月で

すぐやめて、また違う。つまり、求める人材

とそれからそこに就職する人たちとのミスマ

ッチというのが相当やっぱりあるわけですよ

ね。それはもう言うまでもなく、この従事す

る人たちの労働条件とか賃金、こういうもの

がかなり影響していると。これはずっと言わ

れている課題ですけれども、この辺が次、６

期の中でどの程度議論され、あるいはこの問

題に対する解決を、重点施策ということにな

っておりますけれども、認識されているの

か、いかがでしょうか。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 介護人材の確保につきましては、社会福祉

審議会の部会の中でも、取り扱いについても

う少し大きく打ち出すべきだでありますと

か、そういう意見も出たところでございま

す。介護人材の不足といいますか、確保につ

きましては、各施設非常に困っておられると

いう状況ございますが、前も一度申し上げた

ことがあるかもしれませんが、いわゆる離職

率につきましては、離職率が高い事業所とそ

うでもない事業所と、大体おおむね二極化し

ているような状況もございます。 

 一定の、何といいますか、雇用環境を整え

ていらっしゃる事業所につきましては、離職

率も相当低い状況がございます。一方、なか

なかそういう雇用環境が整備されていない事

業所については、離職率が２割とか３割とか

非常に高い事業所も存在しているという状況

があろうかと思います。 

 それで、介護人材の確保につきましては、

実は、国、県、市町村といいますか、市町村

は一部でございますが、いろんなところでさ

まざまな事業をやっております。先ほどのミ

スマッチの解消でありますとか、そういうも

のにつきましても、国の労働局とか、そうい

うところでもやられていますし、県の福祉人

材センターの中の事業でも取り組まれている

ところでございます。 

 ただ、委員おっしゃった高校の福祉コース

あたりに行ってみますと、今大きな課題とし

ましては、まず、もともと定員に満たない充

足率といいますか、なかなか生徒さんが来て

いただけないという実態がまずございます。

そしてさらに、その卒業生の中で介護の道に

進む人の割合がまた一定割合落ちていくとい

う状況がございまして、まずは、いわゆる定

員充足率といいますか、ここを押し上げない
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限り、出ていく方の割合ももちろん高める必

要があるんですが、まず入学者の数をふやし

ていく必要があるんではないかと考えている

ところです。 

 部会あたりの中でも、特に、高校生になる

前の小中学生あたりに対する啓発といいます

か、介護の、今悪いイメージばっかり出てい

るわけでございますが、実際働いている方々

の意見というのがなかなか表に出てこない、

やりがい、生きがいを持ってやられている方

も実はいっぱいいらっしゃるわけでございま

して、そういう人たちの話をもう少し表に出

していく広報啓発に努めると。特に、若年

者、小中学生に対するパンフレットあたりを

つくる、今年度は中学生相手につくる予定に

しております。 

 それから、国のほうでは、なかなか少子高

齢化の中でそれも非常に難しいということも

ありまして、介護の人材の裾野を広げるとい

うことで、いわゆる高齢者を活用できないか

という話が今出てまいっております。元気

な、特に非常に元気な高齢者の方もいらっし

ゃいますので、もちろん、非常に専門性の高

いところまで教育して持っていくというとこ

ろまでは難しいにしましても、いわゆる、昔

で言いますホームヘルパーの３級程度の基礎

的な知識を高齢者に、元気な高齢者に持って

いただいて、かつ施設等で働いていただく。

ただ、その場合、一番今課題になっています

のが、施設の、例えば施設のほうで高齢者を

雇用する場合に、普通の若い人と同じような

勤務条件なり勤務内容での雇用というのが、

なかなかそこも高齢者がまたやめていく理由

になるということで、高齢者向けにといいま

すか、業務の再編を行っていただいて、高齢

者でもできる業務と若い人しかできない業務

といいますか、その辺の仕分けを事業者とし

てもしていただくのが前提として必要になる

のかなと。それは多分外国人労働者の話も同

じでございまして、コミュニケーションの部

分が非常に厳しい部分というのが外国人の場

合出てきますので、その辺も業務の仕分けを

事業者サイドでやっていただく必要が出てく

るのかなと。 

 そういう前提の中で、今後いろんな高齢者

でありますとかを活用していくような方向で

やっていく方向になっているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 ぜひ御努力をよろしくお願

いしたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○松岡徹委員 説明がありましたように

「“高齢者がいきいきと輝き、健やかで長寿

を楽しめるくまもと”」と、こうありたい、

あってほしいと思います。 

 重点分野の３の医療と介護を初めとした地

域の連携の問題で、この医療との関係で、高

齢化が進んで75歳以上の後期高齢者の問題が

非常に大きな問題になると思うんですけれど

も、この制度そのものができるときにいろん

な議論があって、緩和策として特例軽減とい

う措置がとられたんですけれども、今度見直

しが今進められていて、8.5割減額の人が２

倍になると、負担が。９割減額が３倍と。健

保の被扶養者の人が後期医療になると５倍以

上になるというようなことが国会でも議論に

なって、厚労省の担当者もそうなるというふ

うに認めているんですけれども、そこら辺の

ところなんかは、やっぱりかなり後期高齢者

にとっては大変なことになるんじゃないかな

と思うんですよ。 

 それで、やっぱりこれは何とか地方から国

に声を上げて、この特例については残すよう

にする必要があるんじゃないかと思います

し、その点についてはいかがかと。その特例
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軽減の対象が全国で865万人という数字があ

るんですけれども、熊本県では大体何人ぐら

いになるのかなというその２点ですね。中島

さんのほうじゃないかと思いますけれども、

関連して。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 75歳以上の後期高齢者に対します特例軽減

の見直しにつきましては、現在社会保障審議

会医療保険部会のほうで４月以降御議論され

ていたところでございます。 

 その要因といたしましては、協会けんぽ等

の現役保険の負担が大きいというところで、

全体の後期高齢者医療というのは年々増加す

るものですから、現役世代の負担もかなり重

くなっている、その中で所得をお持ちの高齢

者の方々にどういう負担をしていただくべき

なのかというような視点で国のほうで議論さ

れておりますが、現在のところ、社会保障審

議会医療保険部会の議論につきましては中断

されているというような情報も来ておりまし

て、その議論の動向につきましては、詳しく

は私のほうでは承知しておりません。 

 また、軽減医療費の対象者、これは被扶養

の方のほうを委員おっしゃっていると思うん

ですが、社会保険に入っておられて75歳にな

られたときに、その被扶養の方については９

割軽減をするという特例がございまして、そ

の対象者の割合は、具体的な数字は持ってお

りませんけれども、現在、７割、５割、２割

軽減のほうが特例で8.5割になっておりま

す。それらの方を含めますと、全体で７割、

５割、２割軽減、それに被扶養者の特例軽減

を受けている方々の割合は、後期高齢者医療

制度の中の68.1％の方々が何らかの軽減を受

けているという状況でございます。 

 その方々のどのくらいの割合の負担が重く

なるのかというようなものについては、現在

国において検討中ということで、具体的な数

字は持っていないという状況でございます。 

 

○松岡徹委員 国会のほうでは、唐澤保険局

長という人が、そうなるというふうに認めた

というふうに議事録ではなっております。 

 68.1％というと、何人ぐらいになったんで

すか。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 被保険者数が大体後期高齢者医療の場合が

20数万人でございますので、対象者が。それ

の68.1％の方々ということになります。 

 

○松岡徹委員 詳しいのはまた教えてくださ

い。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 はい、わかり

ました。 

 

○髙木健次委員長 よろしいですか。 

 

○松岡徹委員 はい。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。 

 

○早田順一委員 子ども家庭福祉課にお尋ね

をちょっとします。 

 ９月の定例議会で今の大西市長が県議のと

きに児童虐待の防止のことでちょっと質問さ

れたというふうに思います。全国的に見て

も、10年前、５年前と比べても年々対応件数

がふえているということで、県内の児童福祉

司の配置が今48人ということでお答えがあっ
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て、その中で、県が何人今いらっしゃるの

か、それと、その相談対応件数がどういうふ

うに推移しているのか、人数の推移と対応の

推移を教えてください。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 まず、虐待の相

談件数の推移についてお答えしたいと思いま

すけれども、10年前のころは、大体、これは

児童相談所への相談件数ということですけれ

ども、年間300件ぐらいで大体推移していま

したが、20年度ぐらいからふえてきまして、

22年度に熊本市が児童相談所を設置して、Ｐ

Ｒ効果もあったと思うんですが、ここで急激

に伸びまして、一挙に倍増の600件を超える

という状況になりました。一番高かったのが

平成23年度で700件を超えた時期がありまし

て、一昨年度24年度が638件、昨年度が597件

という大体600件程度で推移しているという

状況であります。 

 それから、児童相談所に必ず置かなければ

ならないという児童福祉司の数ですけれど

も、現在今県、市合わせて48人ですが、県に

おきましては、中央児童相談所が17人、八代

児童相談所が６人ということで、計23人。熊

本市のほうが、引き算しますと25人というこ

とになります。 

 それで、推移につきましては、先ほど申し

ましたように、22年度に熊本市児童相談所が

できまして、それまで県のほうの児童福祉司

というのは、今23人ですけれども、30人でし

た、22年度までは。それから市の児相ができ

たということもありまして、減ってきている

状況です。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 中央児童相談所が17と八代

が６人ということですけれども、昨年に比べ

て多分人員が減っているんじゃないかなと思

うんですよ。それで、その減っている中で嘱

託員さん、嘱託員さんも多分含まれていると

思うんですけれども、全体の中でですね。一

緒にされている方の中で。それで、やっぱり

嘱託員さんとかそういう方に、お手伝いされ

ている方というと、やっぱり時間が限られて

いるじゃないですか。夜遅くまでとか、そう

いう相談じゃなくてですね。何かそういうこ

とを考えていると、相談件数に対しては、私

がちょっと仕入れている、聞いている件数で

は、去年とことし11月末にすると、ふえてい

るんですよ、対応件数が。それで、職員数は

減って、なおかつ件数がふえていることで、

物すごく負担がかかっているんじゃないかな

ということなんですよ。さらに、その中で長

く休んでおられる職員さんがいらっしゃると

いうことをちょっとお聞きしておりますが、

その点についてはどうですか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 確かに、昨年度

に比べて、中央児童相談所が１名減員になっ

ております。これは、先ほど申しましたけれ

ども、22年度に熊本市児童相談所ができて、

必然的に県の分というのはその分なくなりま

すから、削減されるということなんですけれ

ども、そのとき６人の削減を実はしたんです

けれども、一度に削減するということではな

くて、ある程度期間を見て定数管理をしてい

くべきだろうという考え方もありまして、当

面６人減でやってきましたが、ことし、ちょ

うど市の児相ができまして５年目となりまし

たので、今までの状況を見て、先ほど申しま

したけれども、まあ、虐待相談件数が多かっ

たり少なかったりしますけれども、大体600

件程度で落ちついているということもありま

して、そういう考え方のもとで１名削減をし

たということではあります。 

 ただ、実際、委員おっしゃるとおり、虐待

件数そのものは高どまりでもありますし、ま

た、相談の中身も結構長期化しているような

ものもありますので、非常に児相の職員、こ

れは本県だけではなくて全国的にも非常に厳



第７回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年12月12日) 

 - 23 -

しい状況の中で仕事をしている状況ではあり

ます。ただ、まあ、確かに数の分、多いにこ

したことはないんですけれども、一方では、

質の面ということで、経験の浅い職員が多く

なってきているという現状もありますので、

私どもとしましては、なかなか全体的に定数

管理厳しい状況でもありますので、もちろん

増員に向けて努力はしていきますけれども、

先ほど申しました経験の浅い職員に対して

は、やはり経験の豊富な職員が受け持つケー

スを一緒に共有して、やっぱり指導、支援し

ていくような体制が必要だと思っておりまし

て、そういう体制ももちろん今やっておりま

すけれども、それをさらに強化していくよう

な取り組みをしていかなければいけないとい

うふうには思っております。 

 

○早田順一委員 国のほうでも、そういう増

員に向けての動きがあるということをもう聞

いております。先ほど件数のことを言われま

すけれども、件数というのは、あれなんでし

ょう。あくまでもその１件なんでしょう。例

えば、兄弟がおったら、人数にするとまたふ

えると聞いていますけれども、その辺を見て

みると結構人数が多いんですよね、去年に比

べてことしのほうが。だから、その辺もしっ

かり数字もつかんでいただいていると思いま

すけれども、しっかり来年度増員に向けて、

ぜひ無理のないというか、防止できるよう

に、いろんな悲惨な事件が起こらないように

ぜひ取り組んでいただきたいと思います。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 ありがとうござ

います。先ほど申しましたけれども、児童相

談所は全国的にも本当に役割と責任が高まっ

ておりますので、今の言葉を踏まえまして、

もちろん努力していきたいと思っています。

今後ともよろしくお願いしたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 難病のことでちょっと質問

したいというふうに思います。 

 (資料を示す)これはきょうの熊日新聞で、

中身についてはよく紹介いただいて、このと

おりだというふうに思います。 

 今度、56疾病が110疾病に拡大をされたこ

とによって、既存の特定疾患で医療費助成を

受けている患者も新制度へ移行する手続をま

ずやらなければいかぬというのが１つと。そ

れから、新規についても申請書を出さにゃい

かぬ。ただ、その場合に医師の診断が、県が

指定した指定医を経由しなければいけないと

いうことになりました。それで、今県として

もホームページ等で手続方法を周知されてい

るということのようですけれども、なかなか

該当者にこの状況行き渡るかという困難な問

題もかなりあるのではないかというふうに思

っています。 

 それで、保健所あるいは市町村のこういう

ところでも恐らく案内されているというふう

に思うんですが、ここで言う指定医の申請書

をいただくという上では、問題等も出てきて

いるんじゃないかというふうに思うんです

が、これまで、特に難病連では支援センター

等もあるわけですけれども、こういうところ

との連携をとりながらやられているというふ

うに思うんですが、その辺の状況について少

しお話しいただければというふうに思いま

す。 

 

○下村健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 今、鬼海委員のほうからお話がございまし

たように、難病につきましては、本日新聞に

も掲載されておりますように、１月１日から

の新制度の施行に向けて準備を進めていると

ころでございます。 

 それから、これまで認定をされておりまし

た継続の方もいらっしゃるということで、実
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は、継続の方につきましては、本来６月30日

までが更新の期限でございましたけれども、

今回の法施行に伴いまして12月31日までの延

長ということになりまして、実は10月から、

10月24日まででございますけれども、継続の

方についての申請の手続をしてきたところで

ございます。 

 これまで難病の対象の方につきましては、

約１万4,000人ほどいらっしゃいまして、そ

の方々に、改めてこの延長の御通知を以前よ

り申し上げておりまして、大量の申請を受け

付けて今処理に当たっているところでござい

ます。 

 それから、新たな制度に伴いましてふえま

す疾患による対象の方につきましての周知で

ございますけれども、確かに新たな方につい

ての周知というのは、個人宛てに通知をする

ということではできませんので、そういう意

味では、広く知らせていきたいというふうに

考えております。 

 特に、受け付けにつきましては、12月の８

日、つい先日から開始をしておりますが、実

は、国からその申請に伴いますいろんな申請

書式等がぎりぎりで出てまいりました関係

上、かなり遅くにずれ込んではおるんです

が、それにつきましては、ホームページでお

知らせするとともに、対象者になられる方に

一番関連が深い医療機関のほうにも、今回の

新法に伴いますいろんな周知をさせていただ

いております。そういうことで、ある程度は

今の新たな対象疾患を抱えていらっしゃる方

には届いていくものと思います。 

 当然、難病のいろんな団体を通じてもお知

らせをするようにしておりますけれども、非

常に希少な対象疾患ということで、恐らく患

者会等ができていないような疾患をお持ちの

方もいらっしゃいますので、そういう意味で

は、県のほうでも、医療機関等々を通じなが

ら、周知に努めていきたいというふうに考え

ております。 

 

○鬼海洋一委員 今お話しいただいたとおり

だと思うんですが、今回、よく指定医という

のが改めて県のほうから指定をして、ここを

通して診断書をお出しいただくということに

なりました。難病連の皆さん方は、こことの

関係がうまくいくのかどうかという懸念があ

るようなんですよね。ですから、その指定医

に指定された方々がぜひ患者の立場に立って

対応いただくような、そういうお願いを県の

ほうからしていただきたいというふうに思っ

ておりますので、ぜひよろしくお願いしたい

と思います。 

 

○下村健康づくり推進課長 今、指定医のお

話がございましたが、指定医につきまして

は、今回、申請を行っていただくための診断

書、臨床調査個人票と申しますが、いわゆる

診断書については、指定医の先生から記載し

ていただく必要がございます。現在でいきま

すと、約1,300人ほどの指定医の方に申請を

していただいております。それから、あわせ

て、医療機関につきましても、これは指定を

受けていただく必要がございますので、現

在、薬局等を含めますと、1,300ほどの機関

が出ております。まだ出ていない指定医の

方、それから指定医療機関もございますよう

ですので、こちらからも積極的に周知に努め

ていきたいと思います。 

 特に、今回の申請につきましては、12月に

ずれ込みましたので、申請に当たっては、年

内に申請書を出していただいて、ただ、臨床

調査個人票、いわゆる診断書につきまして

は、１月以降、県のほうでは２月28日までに

提出ということに限らせていただいておりま

すが、そこまでに出していただければ、今月

中にまだ診断書がなくても、１月１日の施行

後に認定になった場合には、１月１日にさか

のぼって認定をするという、これは国が今回

特例措置ということで御対応いただきました
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ので、そういったこともホームページの中

で、それから各医療機関にも周知をする形で

対応していくようにしているところでござい

ます。 

 

○髙木健次委員長 いいですか。 

 

○鬼海洋一委員 はい。 

 

○髙木健次委員長 ほかにはありませんか。 

 

○松岡徹委員 ２つほど聞きます。 

 １つは、まず、危険ドラッグ問題ですけれ

ども、これは非常に大きな社会問題になって

おりますが、もちろん法に基づく取り締まり

というのは必要なんですけれども、もう一面

としては、検査体制が非常に日本の場合弱い

ので、イタチごっこになるというか。 

 それで、この検査のプロセスをちょっとい

ろいろ調べてみると、どういう薬物が入って

いるかというのをはっきりさせる同定という

作業があって、その鑑定用のものをつくる標

準品というものをつくる、そして動物実験と

いう、こういうプロセスらしいんですね。 

 それで、この同定にしても、それをやる体

制ができているのは国立衛研と一部の自治体

ということで僕が調べた文献にはなっている

んですけれども、こういう同定から標準品の

作成、動物実験と、こういう点で熊本県の場

合の体制、これはまあ薬務のほうと病院にま

たがるかと思いますけれども、どうなってい

るのかなと思います。 

 

○窪田薬務衛生課長 検査体制につきまして

は、全国と比べると、うちのほうがそこまで

ということはもう事実でございます。保健環

境科学研究所というところに研究所がありま

して、そこでやっております。 

 今の標準物質も６種類ぐらいでございまし

て、今1,429物質がありますので、それにつ

いては分析ができると。ただ、分析をしよう

ということになりますと、新しく機器の問題

であるとか人員の問題、また、それに対する

研修等が必要になりますので、今そういう現

状でございます。 

 

○松岡徹委員 そうすると、動物実験とかま

ではしてないわけ。 

 

○窪田薬務衛生課長 検査するということに

なりますと、動物実験までして、中枢神経作

用であるとかそういうのを調べるということ

になります。 

 

○松岡徹委員 そういうのはまだできてない

というわけですね。 

 

○窪田薬務衛生課長 もちろん技術はあるん

ですけれども、その人員の研修であるとか、

検査機器とか、あと、時間的な問題もござい

ます。 

 

○松岡徹委員 今、機器のお話がありました

けれども、１台１億5,000万するそうです

ね。今度厚労省が11億円を概算要求している

らしいんですけれども、なかなか大変だけれ

ども、まあ、これは国全体としてやっぱりも

っと枠を広げて、県段階ぐらいは対応できる

ような体制をとる必要があるのかなと思いま

す。 

 それと、この危険ドラッグが広がるのは、

やっぱり薬物依存者を通じて広がるケースが

多くて、これは、薬物依存者に対する体制

は、熊本県ではどうなっているのかなという

ことですね。日本の場合、全体で見ると治療

する機関が非常に不足していて、多数は刑務

所に今入っているという状態なんですよ。そ

れで、熊本の場合は、こころの医療センター

なんかもあって、民間の病院で預かれない方

々をフォローするといいますかね、そういう
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のも一回視察に行ったときお話聞きましたけ

れども、その辺はどうなっているのかなと思

うんですけれども。 

 

○林田総務経営課長 薬物依存については、

薬物依存専門の診療科目という形で私どもの

ほうでやっているところではございませんけ

れども、院長が主にそれを担当いたしており

ます、外来の患者さん等について。それで、

院長によりますと、最近、今お話ありました

危険ドラッグについても、ふえているという

印象があるというようなことでございます。 

 薬物依存についての外来の新患の状況でご

ざいますけれども、平成25年度は15人、26年

度で12月３日現在で10人という新患の患者さ

んを受け入れているという状況でございま

す。 

 

○松岡徹委員 やっぱり検査の機器にして

も、いわば全体が刑務所という状態を抜本的

に改善するためには、やっぱり県だけでどう

ということはなかなか難しいと思うので、国

との関係でも、もっとこういう問題を根元か

ら解決できる方策を求めていく必要があるの

かなと。 

 もう１点、エボラ出血熱の関係で、医療従

事者への感染防止が非常に大事だと。そこ

で、結局は高い専門性を有する看護師の養成

が言われているんですね。その点で、厚労省

の資料では、感染管理認定看護師という制度

があるらしくて、それが2,070人いらっしゃ

ると。それから、教育ができる感染症看護専

門看護師という方がいらっしゃって、これは

まだ30人しかいないということなんですけれ

ども、このいわば医療従事者への感染を防ぐ

ための県の体制として、こういういわばレベ

ルの高い専門性をお持ちの看護師養成という

点では、どういう点が今手が打たれているの

かなということをお聞きしたいと思うんです

けれども。 

 

○立川医療政策課長 今、認定看護師のお話

がございまして、認定看護師は、いろんな種

類がございまして、救急看護等でありますと

か……。 

 

○松岡徹委員 僕が聞いているのは、感染管

理認定看護師ね。 

 

○立川医療政策課長 そこで、今、私ども、

感染の認定看護師、特別に重点的に県として

助成とかしておりませんけれども、一般的に

認定看護師を受ける際の助成につきまして

は、私ども医療政策課のほうで助成をしてい

るところでございます。 

 

○松岡徹委員 全国的には2,070人いるとい

うわけよね、その感染管理認定看護師が。県

内では、こういう資格を持った方が何人いら

っしゃるかというのを聞いているんだけれど

も、わからないなら、後でもうちょっと教え

ていただければと思います。 

 

○立川医療政策課長 後ほどお伝えします。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんか。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 先ほど松岡委

員からのお尋ねの数字につきましてお答えい

たします。 

 先ほど、68.1％の方につきまして、後期高

齢者の68.1％の方、何らかの形で軽減を申し

上げているということでお話をいたしまし

て、実人数を聞かれました。その数字は、18

万461人でございます。 

 また、先ほどのお尋ねの中で、元被扶養者

の方で軽減対象者の方の人数もお尋ねになり

まして、県内、平成24年度の数字でございま

すが、３万7,000人でございましたので、こ

こで御報告させていただきます。 
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○髙木健次委員長 もういいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 次回の委員会については、１月26日月曜日

午前10時からを予定しております。 

 なお、正式通知につきましては、後日文書

で行いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午前11時53分閉会 
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